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（前 文）
１．京丹波町の概要
（１）位置及び現況
京丹波町は、平成１７年１０月に丹波町・瑞穂町・和知町の 3町が合併して誕生。京都府

のほぼ中央部に当たる丹波高原の由良川水系上流部に位置し、東は南丹市に、西は福知山市
に、北は綾部市に、南は南丹市及び兵庫県篠山市に接している。丹波高原にあって、長老ヶ
岳（９１７ｍ）のほか標高４００ｍ～６００ｍの山々に囲まれ、南側山地は分水嶺の一部を
成している。総面積３０３．０９㎢で、そのうち８３％を山林が占め、この間を縫って耕地
が広がり、集落が点在している。京丹波町の気候は、内陸性気候と日本海式気候の特徴を持
ち合わせ、夏は比較的涼しい高原的気象を表し、昼夜の寒暖差が大きいのもこの地域の特徴
である。冬は冷え込みが厳しいという内陸性気候を示す反面、日本海式気候の影響を受け、
季節風が吹き、しぐれやすく、降雪や積雪をもたらすことがある。

（２）人口の動向
本町の総人口は１４，４５３人、世帯数は５，４４８世帯となっている（平成２７年国勢

調査）。近年、人口は減少傾向を示し、昭和５５年の人口１９，６７７人（合併前の３町合
計）が、平成２７年には１４，４５３人にまで減少。少子高齢化が進み、自然動態による人
口減少に加え、特に若年層の都市流出が著しく、過疎化が進行しており、町の将来を担う人
材等の流出を食い止め、定住促進を図っていくことが急務となっている。

（３）農業および産業の概要
本町の農業を取り巻く実態については、平成２７年（２０１５年）農林業センサスによる

と、販売農家（１，０２２戸）のうち、専業農家３５１戸、第１種兼業農家５８戸、第２種
兼業農家６１３戸であり、兼業農家が多く占めている。作目は稲作中心であり、転作奨励作
物として黒大豆、小豆、クリ、ほうれん草、みず菜、そば等が作付けされているが、一戸当
たりの経営面積少ないにもかかわらず、労力や資材の投資が多く、農業収入の増加には至ら
ず、農業経営を取り巻く環境は厳しい状況である。また、少子高齢化や過疎化の進行等によ
り、平成２年に２，７２８戸であった販売農家数は、平成２７年には１，０２２戸にまで減
少しており、一部山間谷地では荒廃農地が増加している。
一方、産業については、食品製造業や電気器具製造業を中心とした工場もみられ、工業出

荷額の多い町として位置づけられているものの、まだまだ不安定で地域の生活、産業を取り
巻く情勢と条件は厳しいものがあり、このため若年層の町外就労が多く、町を支える組織活
動や集落機能の継続、維持にも大きな影響を与えている。
これらに対応して、昭和４５年に農業振興地域の指定を受け、昭和４８年に整備計画を樹

立し、農業生産基盤の整備計画によるほ場整備を積極的に取り入れ、現在７３．６％の整備
率になっている。併せて、農業近代化を促進させると共に、地域の特産物を生かした農林業
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の振興を図り、生産基盤の整備と一体的に生活環境関連施設の整備を推進してきたところ
である。今後においても本町にとって基幹産業である農業振興は重要施策である。

（４）雇用
産業分類別に就業者数（平成２７年国勢調査）をみると、「製造業」が１，３６３人と最

も多く、次いで「農業、林業」が１，０７９人、「卸売業、小売業」が７８８人という順に
なっている。また、就業による昼間人口の流出入をみると、本町在住で他市町に通勤する者
が２，２７３人であるのに対して、他市町から本町に通勤する者が１，７０３人で、他の市
町へ雇用口を求めて昼間人口が流出していることが分かる。
こうした結果から、本町において安定した雇用を創出するため、町の基幹産業である農林

業の振興、食や特産加工品産業の活性化、あるいは起業支援等の取組及びそれを担う人材の
育成、新たな企業誘致や町内既存立地企業等の工場拡張等が必要であり、小規模零細農家や
兼業農家から生ずる余剰労働力及び町外へ流出している労働力、さらに新規学卒者等を対
象に計画的な産業分野への就業を促進し、若者定住や不安定な農外収入に頼る第 2種兼業
農家等の所得確保の場を創出することが今後の地域活性化のために求められている。

２．計画策定の目的
京丹波町第２次総合計画（計画期間：平成２９年度～令和８年度）においても、「地域資

源が輝く産業づくり」として、生産基盤の整備をはじめ、黒大豆や小豆、クリ、京野菜等の
丹波ブランド食材の生産拡大、認定農業者等の人材育成、集落営農の強化など農業を若い世
代が安心して暮らしていける「産業」として再構築することが必要となっている。
さらに、農業の構造改善、農業の近代化を図ると共に、農作業の省力化を進める一方、土

地の流動化、有効利用を促進させ、これによって生ずる余剰労働力の活用と若年層の定着化
及び生産基盤の安定を図るため、工業導入実施計画を樹立するもので、将来性と安定性のあ
る企業を導入することによって雇用機会の増大と農家所得の向上を図り、経営の安定化に
資すると共に、農畜産物を大量に消費する企業を選択することによって、地域農業の振興に
大きく寄与しようとするものである。導入地区は丹波地区とし、有機的に一体性をもたせる
方向で整備を図るものとする。以上、基本理念の基に、この実施計画を変更するものである。

３．計画目標年度
この計画の期間は、令和３年３月から令和１０年３月と定めて、産業の導入の目標を達成

するものとする。
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第１ 産業導入地区の区域

１．産業導入地区の名称

２．産業導入地区の所在、地番、面積等
〇既存地区

〇拡大地区

〇合計

３．産業導入地区の区域の設定の考え方
丹波地区は優良農地が広がる農業地帯であるとともに、産業の導入については、昭和６１

年２月に農村地域工業導入実施計画を策定、同６３年４月に計画変更し、工場立地を促進す
るための諸施策を進めてきた結果、食品製造工場の立地をみた。しかしながら、地区人口は
減少傾向にあり、特に若年層の町外の都市部への流出が大きな課題となっている。
近年、本町においては、平成２９年３月に向こう１０年間のまちづくりの指針となる第 2

産業導入地区の名称 備考
丹波地区 変更

地区名
所在

番地
地目

面積（㎡） 備考
字 小字 公募 現況

丹波
地区

富田 青木
40番地1
外 75筆

別紙「産業導入地区の所在、
地番、面積等」のとおり

34
56,240

所在地の
位置は別図 1
のとおり

地区名
所在

番地
地目

面積（㎡） 備考
字 小字 公募 現況

丹波
地区

富田 昭和
12 番地
外 21筆

別紙「産業導入地区の所在、
地番、面積等」のとおり 36,950

所在地の
位置は別図 1
のとおり

地区名
所在

番地
地目

面積（㎡） 備考
字 小字 公募 現況

丹波
地区

富田 青木
40番地1
外 97筆

別紙「産業導入地区の所在、
地番、面積等」のとおり

34
93,190

所在地の
位置は別図 1
のとおり
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次京丹波町総合計画を策定。「日本のふるさと。自給自足的循環社会●京丹波」の実現をま
ちの将来ビジョンとして掲げ、丹波ブランド食材の生産地でもある「食と農のまち・京丹波」
の特性を生かした産業立地により、農山村地域における雇用創出及びまちの将来を担う人
材の地域定着を目指しており、この将来ビジョンの実現に向け、本町の豊かな食や農などの
地域資源が生かせる産業の導入の拡大を図ることで小規模・零細農家の中高齢世帯員の就
業による農家世帯の所得向上につなげ、あるいは本町唯一の高校である京都府立須知高等
学校の食品科学科において食や農の分野で活躍できる人材の地元雇用、地域定着の受け皿
としても、産業の導入の拡大が必要となったところである。
本町の既存の産業導入地区である丹波地区及び八田地区は全て事業用地として利用され

ていることから、さらなる農業従事者の就業と若年層の地元雇用拡大のため、既存の計画区
域面積は５６，２４０㎡であるが、新たな工場立地に際し、さらに近隣の農地等
３６，９５０㎡を区画形状の整備をし、区域拡大をするものである。変更後の計画区域面積
は、９３，１９０㎡である。
導入すべき産業の業種は、既存計画と同業種とし、規模の拡大を図り、さらに農業構造改

善に関する目標を増進するものとする。

また、産業導入地区の拡大区域の設定においては、農地の集団性を失うことがなく、

かつ認定農業者等の耕作地を区域に含まないようにする等、農用地の利用集積に支障を

及ぼさないよう十分に配慮する。

4．産業導入地区の地目別面積
〇既存地区 （単位 ㎡）

地
区
名

団
地
名

農 地 等 宅 地 そ の 他

合計
田

畑 採
草
地
・
牧
地

計

宅

地

山
林

原
野

埋
立
地

そ
の
他

計
う
ち
施
設
用
地
等

普
通
畑

樹
園
地

草

地

丹
波
地
区

富

田
36,189 1,587 838 ― ― 38,614 34

13,199 ― ― 592 ― 3,835 34
17,626

34
56,240
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〇拡大地区 （単位 ㎡）

〇合計 （単位 ㎡）

（用途区分別）
○既存 （単位 ㎡)

○拡大 （単位 ㎡)

地
区
名

団
地
名

農 地 等 宅 地 そ の 他

合計
田

畑 採
草
地
・
牧
地

計

宅

地

山
林
原
野
埋
立
地

そ
の
他

計

う
ち
施
設
用
地
等

普
通
畑

樹
園
地

草

地

丹
波
地
区

富

田
34,350 ― ― ― ― 34,350 ― ― ― ― 2,600 2,600 36,950

地
区
名

団
地
名

農 地 等 宅 地 そ の 他

合計
田

畑 採
草
地
・
牧
地

計

宅

地

山
林

原
野

埋
立
地

そ
の
他

計
う
ち
施
設
用
地
等

普
通
畑

樹
園
地

草

地

丹
波
地
区

富

田
70,539 1,587 838 ― ― 72,964 34

13,199 ― ― 592 ― 6,435 34
20,226

34
93,190

地区別 農地 採草放牧地
農業用施設
用地

その他 合計

丹波地区 38,614 － － 34
17,626

34
56,240

地区別 農地 採草放牧地
農業用施設
用地

その他 合計

丹波地区 34,350 － － 2,600 36,950



6

○合計 （単位 ㎡)

地区別 農地 採草放牧地
農業用施設
用地

その他 合計

丹波地区 72,964 － － 34
20,226

34
93,190
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５．地域開発、土地利用計画諸法との関係
(1) 地域開発法等の指定（該当するものの全てに〇印をつけること。以下(2)及び(3)に

おいて同じ。）

(2) 土地利用基本計画関係

(3) 都市計画関係
（計画区分）

（用途地域）

1 首都圏整備法
(既成市街地等) 2 近畿圏整備法

(既成都市区域等) 3 中部圏開発整備法
(都市整備区域) 4 北海道総合開発計画

⑤ 振 興 山 村
指 定 地 域 ⑥ 農 振 地 域 ⑦ 過 疎 地 域 ８ 都 市 計 画

（ 線 引 ）

⑨ 都 市 計 画
（非線引） 10

地域経済牽引事業
の促進区域

11 地域経済牽引事業
の重点促進区域

都 市 地 域 農 業 地 域 森 林 地 域
自 然 公 園
地 域

自 然 保 全
地 域

白 地 地 域

1 ② 3 4 5 6

線引都市計画区域 非線引都市計画区域 準都市計画区域
都市計画
区域外

都市計画
無市街化

区域
市街化
調整区域 用途地域 用途地域

外 用途地域 用途地域
外

1 2 3 ④ 5 6 7 8

近隣商業 商業 準工業 工業 工業専用 その他（） 調整 未指定

1 2 3 4 5 6 7 ⑧
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(4) その他
①都市計画区域、市街化区域及び市街化調整区域、地域地区等が指定されているときは、
その範囲及び指定年月日
・都市計画区域指定 昭和 61年 3月 28日（当初）

昭和 61年 3月 28日（最終）

・都市計画区域面積 5,895ha
・範囲 別図 2のとおり

②農地転用に関する調整の結果の状況
・産業導入地区にある農業用施設については、所有者の意向を確認したうえで、立地
予定企業が必要な対策を行う。

③農業振興地域及び農用地区域の範囲及び設定年月日
・農業振興地域指定年月日 平成 17 年 10 月 11 日
・農業振興地域整備計画策定年月日 平成 26 年 8 月 1 日
・農業振興地域面積 18,058ha
・農用地区域面積 1,384ha
・範囲 別図 3のとおり

④周辺における既存企業の立地状況
・別図 4のとおり
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（参考資料）立地条件表

産業導入地区の名称 丹 波 地 区 立地条件表 令和 2年 3月調査

（造成実施主体名）

導 入 企 業

（主たる土地所有者名）

個 人 １８ 名

地盤・地質
(1) 地質 第 １ 種 砂 礫 (2) 地耐力（N値） 50以上

(2) 杭打可能な地盤までの深さ 6ｍ

用水・排水
条 件

(1) 海水利用の可否（内陸・臨海の別にかかわらず （該当する番号
利用の可否を判断する） を〇で囲む）

(2) 工業用水道が使用できる場合

(3) 地下水が利用できる場合
水 質
（成分及び ppm）

(4) 表流水、伏流水、湖沼水が利用できる場合
水 質
（成分及び ppm） (水源名)

(5) 淡水取水可能量
（(A)+(B)+(C)合計水量）

造 成 区 分
1

造成済
2

造成中
3

計画有
4

非造成

売却可能面積 55,631 ㎡ ㎡ 36,866 ㎡ 609 ㎡

分譲可能年月 年 月 年 月 年 月 年 月

売却（予定）
価 格

円／㎡ 円／㎡ 円／㎡ 円／㎡

可 否
1 ②

工業用水道事業名 価 格利用可能年月日
年 月 円／㎥

(A) 使用可能量（余裕水量）
万 千 百 十 一

㎥／日

(B) 取水可能量（安全揚水量）
万 千 百 十 一

(C) 既得水利権を控除した取水可能量
万 千 百 十 一 ㎥／日

㎥／日

淡水取水可能量
万 千 百 十 一

㎥／日
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(6) 上水道が利用できる場合（計画を含む）

'(7) 排水条件

種 別 D 種

排 水 先 水域名 由良川支流 須知川

輸 送 条 件 (1) 主要道路への距離

(2) 最寄鉄道駅への距離

専用引込線敷設の可否（専用引込線）
（該当する番号を〇印で囲む）

(3) 最寄港湾への距離

(4) 最寄空港への距離

電 力 条 件 (1) 産業導入地区に最も近い
変電所又は引込可能高圧線の電圧

(2) 変電所等への距離 （変電所名）

最寄国道 国道２７号まで 万 千 百 十 一
0

上水道名

京丹波町水道事業

利用可能年月日

6 3 年 5 月

価 格

２２０ 円／㎥
使用可能量

（余裕水利用）
㎥／日

ｍ

（供用中 27 年 7 月全線開通）

高速道路名 万 千
5

百
0

十
0

一
0 ｍ

東海道新幹線 京都 万
4

千
5

百
0

十
0

一
0

京都縦貫自動車道
丹波 I・C まで

ｍ

山陰本線園部 万
1

千
0

百
0

十
0

一
0 ｍ

駅貨物取扱駅

駅通 勤 駅

可 否
1 ②

（鉄道名・線名）（駅名）

舞 鶴 港（港 名）

最寄港湾埠頭（公共埠頭）
万
４

千
2

百
0

十
0

一
0 ｍ

（水深）
十
1

一
0 ｍ

大 阪 空 港 万
5

千
5

百
0

十
0

一
0 ｍ

6 6 0 0 V

① 丹波町変電所
万 千

3
百
0
十
0

一
0 ｍ産業導入地区から

の距離がいずれか
近い方の番号に〇
印をつける。

（ KVA）

２ 引込可能高圧線

（ KVA）
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都 市 機 能 主要都市への距離

人 口
地 域 指 定

(1) 産業導入地区所在地市町村人口

(2) 産業導入地区所在地域の人口
（通勤圏に入る数市町村）

南丹市

そ の 他

亀 岡 市 百 十
2

一
5 km(1) 最寄人口５万都市

（都市名）

京 都 市 百 十
4

一
5

（市町村人口）
万
１

千
4

百
4

十
5

一
3

（所在地域人口）
万
3

千
1

百
2

十
7

一
2 人

人

km(1) 最寄人口 20 万都市
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第２ 導入すべき産業の業種及び規模

令和９年度までに産業導入地区に導入すべき産業の業種及び規模は、次のとおりとする。

１．導入すべき業種
〇既存地区

〇拡大地区

２．選定理由
業種の選定に当たっては、京丹波町総合計画に掲げるまちの将来ビジョン「日本のふるさ

と。自給自足的循環社会●京丹波」に沿って、丹波ブランド食材の生産地でもある「食と農
のまち・京丹波」の特性を生かした産業の導入により、農山村地域における雇用創出及び
まちの将来を担う人材の地域定着を図るため、地域の農業者の雇用が安定的に確保され、農
業と導入産業の均衡ある発展が見込まれる業種として、下記の（１）～（４）に該当するも
のを選定した。

（１）安定した就業機会の確保
導入する業種は、地域の農業者が安定的に就業でき、常用雇用者が常駐する業種とし、丹

波ブランド食材の生産地でもある京丹波町の地域特性や実情等を踏まえたうえで選定する
ものとする。短期の雇用や安定的な雇用が見込めないもの、雇用創出効果に比して広大な施
設用地を要するものは選定しないものとする。

（２）雇用構造の高度化に資するもの
導入する業種は、農村地域における労働力の効率的かつ適正な配分が行われ、農業と導入

業種との均衡ある発展が図られるものとする。また、農村地域の住民の希望及び能力に従っ
て就業が行われ、所得の向上が図られるものとする。

地区名
業種

大分類 中分類 小分類

丹波地区 製造業 食料品製造業
その他の食料品製造業

調味料製造業

地区名
業種

大分類 中分類 小分類

丹波地区 製造業 食料品製造業 調味料製造業
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（３）公害の防止、自然環境の保全、生活環境の保全及び地域産業との調和
導入する業種は、周辺地域の他産業の事業環境や住民の生活環境への影響について懸念

が出ないよう、京丹波町民の安全で快適な生活環境を保全する条例（平成１７年京丹波町条
例第１３１号）及び同条例施行規則等に適合するものとする。

（４）立地ニーズや事業の実現の見通し
導入する業種は、既に隣地で事業を行っている企業の事業拡大によるものであり、本町と

企業との間で立地予定位置、予定規模、スケジュール、雇用期待従業員等の調整を行ってお
り、事業実現の見通しもあると判断した。また、これまでも農村地域の従業者の安定的な就
業の場となっていることから、農業者、兼業農家等農村からの雇用について、さらなる受け
皿となることが期待できることから選定した。

３．導入すべき産業の規模

地
区
名

産
業
の
業
種

事
業
所
数

計画面積
（㎡）

雇用期待従業員
数

（人） 経済上の規模
（売上額、百万円）

施設用地
の面積

公共施設
用地面積 計 男 女 計

丹
波

そ
の
他
の
食
料
品
製
造
業
・
調
味
料
製
造
業

２ 34
92,581 609 34

93,190 30 60 90 36,000

合
計 ２ 34

92,581 609 34
93,190 30 60 90 36,000
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第３ 導入される産業への農業従事者の就業の目標

導入される産業への令和９年度までの就業する農業従事者（その家族を含む。以下同じ。）
からの就業者数は、次のとおりとする。

中高齢者の就労の確保を要請し、雇用機会の拡大を図る。

地
区
名

産
業
の
業
種

事
業
所
数

農業従事者の就業の目標
（人）

雇用期待従業員数
（人）

雇用期待従業員数に
対する農業従事者の割合

（％）

男 女 計 男 女 計 男 女 計

丹
波

そ
の
他
の
食
料
品
製
造
業
・
調
味
料
製
造
業

２ 17 33 50 30 60 90 56.7 55.0 55.6

合
計 ２ 17 33 50 30 60 90 56.7 55.0 55.6
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第４ 産業の導入と相まって促進すべき農業構造の改善に関する目標

産業の導入と相まって令和９年度までに促進すべき農業構造の改善に関する目標は、次
のとおりとする。

１．農家、農業就業人口及び認定農業者の見通し

２．認定農業者の育成
（１）認定農業者の経営規模

（２）認定農業者への農用地の利用の集積に関する計画

区 分 総農家数
（戸）

農業就業人口
（人）

認定農業者
（人）基幹的農業従事者

（人）
令和２年度
（現況） 1,022 1,293 823 52

令和９年度
（見通し） 1,010 1,700 800 70

目標経営類型
（作目構成）

認定農業者数
（人）

標準経営規模
（ha）

令和 2年度
（現状）

令和９年度
（目標）

令和 2年度
（現状）

令和９年度
（目標）

水稲 10 10 5.03 6.0

水稲・黒豆 30 35 6.74 8.0

施設園芸 5 10 0.69 0.8

酪農 5 6 0.96 2.0
畜産 2 9 0.55 1.0

区分
農用地
面積

（ha）①

認定農業者への農用地の利用集積面積
（ha）

認定農業者への
利用集積率(％)

②/①所有面積 利用権設定 計 ②
令和 2年度
（現状） 1,351 40 137 177 13.1

令和９年度
（目標） 1,300 53 220 273 21.0
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（３）認定農業者等を中心とする生産組織
農業を取り巻く社会的、経済的環境の変化に伴い、就業者の高齢化、兼業化これに伴う

集落機能の低下、認定農業者等の中核的担い手への農地集積の停滞等多岐にわたる問題
が深刻化している。こうした中、補助事業の積極的な活用等施策を展開し、現在まで転作
等を中心とした機械の共同利用組織が育成され、高能率で生産性に富み、省力化された営
農が図られている。また、これまでは地域の実情に即した集落営農組織をつくり、省力化
や生産性の向上を図る共同機械の導入やほ場団地化を推進し、共同作業体系を確立して
きた。今後は意欲と技術のある農業者をリーダーとして水稲を含めた土地利用調整や作
付け・作業体系の確立、最新技術の導入等を行い、一貫した共同作業体系の推進を目指す。

認定農業者等を中心とする生産組織

施設の種類 位置及び規模

受益の範囲

利用組織受益
地区

受益
面積
(a)

受益
戸数

共同栽培管理施設
（農業機械）

自走式草刈機
1台 森 1,300 13 森区農事組合

共同栽培管理施設
（農業機械） 乾燥機

塩田谷
安井 1,700 54

農事組合法人京丹波ほ
たるの里

共同栽培管理施設
（農業機械）

色彩選別機
1台

塩田谷
安井 1,700 54 農事組合法人京丹波ほ

たるの里
共同栽培管理施設
（農業機械）

トラクター
1台 小野 350 10 小野農家組合

共同栽培管理施設
（農業機械） 乾燥機 1台

下大久保
上大久保
水原
鎌谷下

620 50 下大久保地区営農組合

共同栽培管理施設
（農業機械） 田植機 1台

下大久保
上大久保
水原
鎌谷下

620 50 下大久保地区営農組合

共同栽培管理施設
（農業機械）

コンバイン
1台 小畑 800 109 小畑農家組合

共同栽培管理施設
（農業機械）

代かきロータ
リー 1基

広野
大簾 970 38 広野・大簾活性化委員

会
共同栽培管理施設
（温室管理施設）

パイプハウス
5棟 瑞穂地区 13 5

道の駅「瑞穂の里・さらび
き」農産物等販売部会

共同栽培管理施設
（温室管理施設）

ライスセンター
改修 安栖里 4,000 821 安栖里農作業協同組合
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３．農用地の流動化の推進、認定農業者等の育成及び地域農業の組織化の方向
（１）農用地の流動化の推進

農用地利用増進事業及び集落営農推進活動を通じ、農地の流動化を図ってきたが、今後
は、貸し手や借り手の積極的な掘り起こし活動や中間管理機構の機能の活用等を通じ認
定農業者等への農地の集積を図る。現時点（令和 2年度）における認定農業者への集積率
１３．１％（１７７ha）を令和９年度には２１．０％（２７３ha）に拡大する。

（２）認定農業者等の育成
ほ場整備等の土地基盤整備、近代化施設整備及び集落営農推進活動等の推進を行う中

で、既存中核的担い手農家の充実と営農意欲の高い農家への農地の流動化を推進し、地域
の実情にあった認定農業者等の育成に努める。
認定農業者等の育成は、現況５２戸を目標年度には７０戸に拡大する。また、所得目標

は、認定農業者一戸当たり４００万円程度以上の確保に努める。

（３）地域農業の組織化の推進
ア 稲作

良質米の安定増収を図るため、優良品種の作付け拡大、有機物の投入、稲わらの有効
利用、畜産農家との堆肥交換等を推進し、併せて堆肥設計に基づく堆肥技術の徹底等を
図りつつ、効率的な機械施設の利用を図る観点から機械類の過剰投資を抑制するため
認定農業者等を中心とした作業受託農家の組織化と受委託調整機能を有する組織育成
強化を地域ごとに推進する。

イ 地域特産物
商品性・生産性向上を確保するため、農協の作目別生産部会等の活動の強化を図ると

ともに、地域での集落営農活動における生産組織に波及させ、地域の女性、高齢者等の
労力を最大限に活用しつつ、集落営農による生産組織の体質強化を図る。
また、意欲ある個別経営や経理の一元化等の要件が整った集落営農組織については、

対外的な信用力の向上等の利点を踏まえ、法人化に向けた支援により、経営体の強化を
図る。
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水 田 利 用 生 産 計 画

（４）法人化の推進
意欲ある個別経営や、経理の一元化などの要件が整った集落営農組織については、対外

的な信用力の向上などの利点を踏まえ、法人化に向けた支援により、経営体の強化を図る。

４．新たに農業経営を営もうとする若者等の確保・育成
新規就農者の確保に向けては、移住定住対策を所管する部署との庁内での連携を密にす

るとともに、京都府や関係団体との連携・情報の共有化を図り、京丹波町での就農を希望す
るＵＩＪターン者の確保・支援に努める。
また、新規就農に係る農地の確保については、農地中間管理機構の機能を活用し、就農に

当たっては将来、効率的かつ安定的な農業経営に発展できるよう関係団体と連携し、青年等
就農計画制度の普及を推進する。
さらに就農後は、関係団体と連携して農業経営改善計画の認定に向けた支援を図る。

作目名
目標作付面積 （ha）

現況 目標

黒 大 豆 40.3 50.0

小 豆 25.2 35.0

そ ば 34.0 45.0

ほ う れ ん 草 2.5 3.0

み ず 菜 1.1 3.0
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第５ 産業の導入に伴う施設用地と農用地等との利用の調整に
関する事項

施設用地及び農用地の利用調整について、立地予定企業へのヒアリングを踏まえ、国土利
用計画担当課、都市計画担当課、商工担当課及び農振制度担当課において検討を行った。
具体的な産業導入の実施段階においても、関係課で調整するものとし、周辺の農用地等の

保全に留意しつつ、産業の導入が計画的かつ適正に行なわれるよう十分に配慮する。

１．過去に造成された工業団地等の活用
（１）過去に造成された工業団地

過去に造成した工業団地等については、事業用地として利用されており、必要な面積
を確保できる未利用地が存在しない。

（２）再生利用が困難な荒廃農地等の活用の可能性
再生利用が困難な荒廃農地は、ない。

２．土地の農業上の利用との調整に関し必要な事項
産業導入地区の選定に当たっては、農用地区域外での開発を検討したが、地理的条件

等により一団の土地を確保することが難しく、やむを得ず農用地区域内の農地で検討
を行った。次の（１）～（５）のとおり検討を行い、関係課等と調整の上、本地区を選
定した。

（１）農用地区域外での開発を優先すること
農業振興地域外の地域は、山林地帯であり、インフラが未整備で交通や操業の利便性

が悪いことから、産業導入地区として開発することは困難である。また、農用地区域外
（農振白地）については、住宅地に隣接した用地や送電線の地役権が設定された用地の
みであり、産業導入を図ることはできない。

（２）周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないようにすること
産業導入地区は、開発後も分断される農地は発生せず、集団性のある農地は維持され

る。また、産業導入地区内の農地耕作者には認定農業者及び専業農家はいないため、効
率的かつ安定的な農業を営む者に対する農用地の利用集積に支障は及ぼさない。
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（３）面積規模が最小限であること
当該産業導入地区は、隣地で操業する企業の事業拡大によるもので、立地予定企業へ

のヒアリングを踏まえ、必要最小限の面積を定めた。

（４）面的整備を実施した農用地を含めないこと
面的整理（区画整理、農用地の造成、埋立又は干拓）に該当するものを実施した農地

で、当該事業の工事が完了した年度の翌年度の初日から起算して８年を経過していな
いものは、産業導入地区に含まれていない。

（５）農地中間管理機構関連の取組に支障が生じないようにすること
農地中間管理機構関連事業に位置付けられる土地改良事業として実施した、あるい

は実施予定である農用地であり、かつ農地中間管理権が存続期間中又は期間満了した
農地は含まれていない。農地中間管理事業における重点実施区域に該当する事業につ
いても、含まれていない。
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第６ 導入される産業の用に供する施設の整備に関する事項

１．工場用地の整備
当該地区の予定面積は、区域拡大によって９３，１９０㎡を確保する。
既存地区、５６，２４０㎡については、既に、船井・北桑田地区土地開発公社が造成工事

を実施し、昭和６１年に企業が立地済みである。
拡大地区３６，９５０㎡については、導入企業が個人所有の農用地計１９筆を用地取得し

造成工事を行う計画である。
・確 保 面 積 ９３，１９０㎡
・拡大地区面積 ３６，９５０㎡
・用地取得方法 導入企業により買収
・造 成 面 積 ３６，９５０㎡
・造 成 主 体 導入企業により実施
・造 成 年 度 令和 7年度

２．工業用水・排水・道路・緑地等の施設の整備
（１）工業用水

既存地区の用水は、自己水源（地下水）及び町水道により確保したが、今回の拡大地
域については、町水道により確保する。

（２）排 水
排水については、企業が操業するに浄化槽等設置し処理したうえ由良川支流、須知川

へ放流する。
（３）緑 地

現在、周辺地域については、豊かな緑で取り囲まれており、自然環境の保全に努め、
また、工業用地内については、府及び町の指導により企業が実施する。

（４）関係法令等の遵守
本計画に基づいて導入する産業の用に供する施設については、公害防止の観点から、

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）、水質汚濁防止法（昭和４５年法律
第１３８号）、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）及び京都府環境を守り育て
る条例（平成７年京都府条例第３３号）を遵守する。

（５）そ の 他
既存地区の進入路については、公共事業等の導入により整備を完了したが、拡大地区

は、国道２７号に接道しており、進入路についての特別な考慮は必要としない。
また、飲料水、防火用水等については、町水道を敷設予定である。
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３．技術者の確保及び関連企業との交流連携等の推進
教育機関、農業団体、商工団体等の協力を得て、産業導入地区を含む農村地域及び本町

内における技術者の確保、関連企業との交流・連携等を進める。

４．定住等及び地域間交流の条件の整備
計画地の周辺地域においては、農家の所得向上等を図り、定住できる環境づくりを図る

ため、農産物直売施設等を兼ね備えた道の駅を高速道路に隣接して整備を行った。
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第７ 労働力の需給の調整及び農業従事者の産業への就労の円滑化
に関する事項

１．労働力の需給の調整
産業導入による労働力の需要については、小規模農家、兼業農家、離農者等が見込まれ、

さらには地元就業を希望する農家出身の新規学卒者、遠隔地通勤者等も供給可能であり、
その他UＩＪターン者及び通勤圏内の他町からの供給が予想されるが、町及び企業が協議
しながら、可能なかぎり町内労働力の確保に努める。

２．農業従事者の産業への就業の円滑化
導入企業への農業従事者の就業の円滑化を図るため、公共職業安定所との連絡を密にす

ると共に、既存助成措置も活用した企業内訓練等の実施を促す。
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第８ 産業導入と相まって農業構造の改善を促進させるために
必要な農業生産の基盤の整備及び開発その他の事業に関する
事項

第４ 産業の導入と相まって農業構造の改善に関する目標を達成するため、下記の事業
を実施する。
区
分 事業の概要 事業主体 事 業 費

(千円)
事業年度
(予定)

備 考
(地区名等)

基
盤
整
備

農村地域防災減災事業
ため池整備事業（大滝池） 京都府 464,000 Ｒ6～R11 京丹波町

丹波地区
農地中間管理機構関連農地整備
事業 京都府 273,000 R6～R13 京丹波町

瑞穂地区
農村整備事業 京丹波町 7,106 R3～R4 京丹波町

農村地域防災減災事業 京丹波町 8,888 R2～R4 京丹波町
瑞穂地区

農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 11,308 R3～R4 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 5,209 R3～R4 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 20,000 R4～R5 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 R4～R5 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 3,883 Ｒ2 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 4,004 Ｒ3 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 5,159 Ｒ4 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 17,072 Ｒ5 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 Ｒ6 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 R6 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 R7 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 20,000 R8 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 R8 京丹波町

瑞穂地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 20,000 R9 京丹波町

丹波地区
農業水路等長寿命化・
防災減災事業 京丹波町 10,000 R10 京丹波町

瑞穂地区
農業集落排水事業（蒲生） 京丹波町 22,002 Ｈ29～Ｒ2 京丹波町

丹波地区
農業集落排水事業（Ⅰ期） 京丹波町 22,271 Ｒ4～Ｒ6 京丹波町

丹波地区
農業集落排水事業（Ⅱ期） 京丹波町 113,000 Ｒ7～Ｒ9 京丹波町

丹波地区
農業集落排水事業（Ⅲ期） 京丹波町 49,000 Ｒ9～Ｒ11 京丹波町

丹波地区
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第９ その他必要な事項

１．企業の撤退時のルール
立地予定企業が不測の事態により、その立地を取りやめる、あるいは操業後まもなく撤退

することとなった場合は、下記の方針により事前及び事後の対応を行う。
（１）事前の防止策に関する方針
撤退の事前防止策として、立地予定企業に対して、実施計画の趣旨及び目標を産業導入の

実施段階においても十分に理解・確認させる。また、産業導入後も定期的なヒアリングを実
施し、撤退のおそれがあると見込まれる場合は、速やかに報告を行うよう指導する。

（２）事後の対応に関する方針
立地企業がやむを得ず撤退することとなった場合は、速やかに跡地等の有効活用が可能

となる方策を検討し、必要な場合は実施計画の変更を行う。

２．実施計画達成のための推進体制の整備及び推進方策に関する事項
（１）実施する事項
実施計画の円滑な推進により、農村地域の維持及び農業構造の改善が図られることから、

目標達成のために必要なフォローアップを下記の項目で実施し、達成状況等については、府
を通じて国と共有するものとする。
① 産業導入に至るまでの事項

・立地から操業に至るまでの土地利用調整、スケジュール進捗状況

② 産業導入後に関する事項
・人材確保の状況。とりわけ農業従事者の就業状況
・企業経営の状況

③ 農業構造の改善に関する事項
・認定農業者等への農用地利用集積の状況
・認定農業者等への認定及び経営規模の状況

（２）実施する項目をフォローアップするための具体的な体制、方策
産業導入に至るまでの事項については、定期的に立地予定企業に対して進捗状況に関

するヒアリングを実施する。また、立地に関する許認可等手続きについて、適正な土地利
用調整手続きを担保しつつ、その進捗に支障を与える事項の有無を把握する。
産業導入後に関する事項については、定期的な人材確保・経営状況等に関するヒアリン

グを実施し、目標達成に資するため、立地企業の意向を確認しつつ、アフターフォローに
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努める。必要に応じて、町内の中小企業や金融機関、産業支援機関等で組織するネット
ワーク組織「京丹波町産業ネットワーク」と連携しながら、人材確保対策、経営革新等の
取組を支援する。
農業構造の改善に関する事項については、京都府農地中間管理機構による認定農業者

等への農地集積状況の情報収集を定期的に行い、実施計画並びに農業経営改善計画及び
京力農場プラン（人・農地プラン）との整合性を確認する。また、認定農業者等の経営を
より合理的なものとしていくために、研修の機会を充実させる。

（３）達成できなかった場合の処理方針について
上記の確認及び取組を実施した上で、なお産業導入の目標、農業従事者の就業目標、農

用地利用集積及び農業構造の改善に関する目標の達成が見込まれない場合は、その理由
及び課題を立地企業に対するヒアリング、認定農業者等への経営状況の調査等により確
認し、今後の具体策について関係者と検討を行い、事業計画の変更等による制度運営の改
善を図る。

３．その他農村地域への産業の導入について必要な事項
産業導入用地として農地を提供した農業従事者等が、立地企業への就業を希望する場

合には、企業に対し積極的に就業斡旋を行う。また、代替地を希望する者に対しては、農
業委員会等の協力を得て代替地が取得できるよう努めていく。

（参考資料）
別紙 産業導入地区の所在、地番、面積等
別図１ 産業導入地区位置図
別図２ 都市計画図
別図３ 農振農用地区域図
別図４ 周辺における既存企業等の立地状況
スケジュール表
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別 紙
産業導入地区の所在、地番、面積等

地
区
名

団
地
名

所在
地番

地目
面 積 ㎡ 備 考

市町村 大字 字 公簿 現況

丹

波

富

田

京

丹

波

町

富

田

青木 40-1 田 田 503

〃 43-3 〃 〃 148

〃 45-3 〃 〃 138

〃 46-3 〃 〃 171

〃 54-3 原野 原野 19

〃 55-1 田 田 459

〃 55-4 原野 原野 26

〃 56 田 田 588

〃 57 〃 〃 1,061

〃 58-1 〃 畑 397

〃 59-1 〃 〃 1,190

美月 38-1 原野 田 608

〃 39 田 〃 694

〃 40-1 〃 〃 1,193

〃 42 〃 〃 575

〃 42-乙 原野 原野 19

〃 43 田 田 492

〃 44 〃 〃 132

〃 45-2 原野 原野 152

〃 47-2 〃 〃 46

〃 48 田 田 290

〃 49 〃 〃 1,087

〃 51-1 〃 〃 1,848
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丹

波

富

田

京

丹

波

町

富

田

美月 52-2 原野 田 42

〃 54-1 田 〃 1,104

〃 55 〃 〃 955

〃 56 〃 〃 968

〃 56-1 〃 〃 155

〃 56-2 〃 〃 1,114

〃 57-1 〃 〃 201

〃 57-2 〃 〃 1,101

〃 57-乙 原野 田 59

〃 58 田 田 1,157

〃 59-1 〃 〃 922

〃 60-1 〃 〃 1,084

〃 61 〃 〃 823

〃 62 〃 〃 958

〃 63 〃 〃 1,560

〃 64 〃 〃 833

〃 65-1 〃 〃 604

〃 66-1 〃 〃 750

〃 67 〃 〃 251

〃 68 〃 〃 737

〃 69 〃 〃 1,147

〃 70 〃 〃 717

〃 58-1 〃 〃 62

〃 71 原野 原野 330

〃 122 〃 田 747

〃 123 〃 〃 661
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丹

波

富

田

京

丹

波

町

富

田

美月 124 原野 田 409

〃 125 田 〃 357

〃 126 〃 〃 816

〃 127 〃 〃 1,014

〃 128 〃 〃 981

〃 129 〃 〃 657

〃 130 〃 〃 320

〃 131 〃 〃 241

〃 132 〃 〃 304

〃 133 〃 〃 634

〃 134 〃 〃 1,044

〃 135 〃 〃 532

〃 136 〃 〃 62

〃 137 〃 〃 119

蒲生野 88 雑 地 宅 地 611

〃 90 〃 〃 224

〃 91 〃 〃 495

〃 92 宅 地 〃 111

〃 93 雑 地 〃 2,240

〃 104 〃 〃 1,280

〃 115 畑 樹園地 158

〃 116 雑 地 宅 地 4.183

〃 129 〃 〃 3,805

〃 140-1 宅 地 〃 249

〃 185 公衆用
道路

公衆用
道路 1,253

〃 186 〃 〃 276

53

81
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丹

波

富

田

京

丹

波

町

蒲生 蒲生野 414-1 畑 樹園地 680 3,039 ㎡
の一部

地目別

田 55筆 36,189

畑 2筆 1,587

原 野 6筆 592

樹園地 2筆 838

宅 地 9筆 13,199

小 計 74筆 52,405

国有地 (道路) 2,842
公衆用道路
無番地 1,313 ㎡
含む

〃 (水路) 993 無番地 993㎡
含む

小 計 3,835

合 計 56,240

富

田

昭和 12 田 田 1,246 拡大区域

〃 13 〃 〃 1,784 〃

〃 14-1 〃 〃 500 〃

〃 14-2 〃 〃 500 〃

〃 15 〃 〃 1,970 〃

〃 16 〃 〃 1,081 〃

〃 17 〃 〃 2,817 〃

〃 18 〃 〃 3,008 〃

〃 19 〃 〃 2,736 〃

〃 20 〃 〃 4,280 〃

〃 21-1 〃 〃 1,266 〃

34

34

34
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丹

波

富

田

京

丹

波

町

富

田

昭和 22-1 田 田 563 〃

〃 23-1 〃 〃 1,279 〃

〃 26-1 〃 〃 787 〃

〃 26-2 〃 〃 900 〃

〃 27 〃 〃 3,514 〃

〃 28 〃 〃 2,074 〃

〃 29 〃 〃 2,000 〃

〃 30-1 〃 〃 2,045 〃

〃 35 用 悪
水 路

用 悪
水 路 569

〃 36 用 悪
水 路

用 悪
水 路 84

〃 37 用 悪
水 路

用 悪
水 路 1,947

地目別

田 19筆 34,350

小 計 34,350

国有地 (道路) ―

(水路) 2,600 用 悪
水 路

小 計 2,600

拡大
区域計 36,950

合 計 93,190 34


